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第73回税理士試験 国税徴収法解答速報（令和５年８月14日 現在） 

解答は、弊社独自の見解に基づき作成するもので、主催者の解答を保証するものではありません。 

また、解答は予告なく変更することがあります。 

 

〔第一問〕－65点－ 

問１ 

⒈ 共同的な事業者の第二次納税義務者 

⑴ 成立要件 

 次のすべての要件に該当するときは、その滞納に係る国税につき第二次納税義務を負う。 

① 次に掲げる者が、納税者の事業の遂行に欠くことができない重要財産を有していること 

イ） 納税者が個人である場合 

 その者と生計を一にする配偶者その他の親族でその納税者の経営する事業から所得を受けて

いるもの 

ロ) 納税者が同族会社である場合 

 その判定の基礎となった株主又は社員 

② 重要財産に関して生ずる所得が納税者の所得となっていること 

③ 納税者が重要財産の供されている事業に係る国税を滞納していること 

④ 滞納者の国税につき滞納処分を執行してもなおその徴収すべき額に不足すると認められること 

⑵ 第二次納税義務の責任の限度 

① 納税者が個人の場合 

 その者と生計を一にする配偶者その他の親族でその納税者の経営する事業から所得を受けている

ものが、その有する事業の遂行に欠くことができない重要財産(取得財産を含む。)を限度としてそ

の責任を負う。 

② 納税者が同族会社の場合 

 同族会社の判定の基礎となった株主又は社員が、その有する事業の遂行に欠くことができない重

要財産(取得財産を含む。)を限度としてその責任を負う。 

 

⒉ 不服申立てと国税の徴収の関係 

⑴ 執行不停止の原則  

 国税に関する法律に基づく処分に対する不服申立ては、その目的となった処分の効力、処分の執行

又は手続の続行を妨げない。 

 ただし、その国税の徴収のため差し押えた財産の滞納処分による換価は、その財産の価額が著しく

減少するおそれがあるとき、又は不服申立人から別段の申出があるときを除き、その不服申立てにつ

いての決定又は裁決があるまで、することができない。 

⑵ 再調査の請求の場合の執行停止等 

① 徴収の猶予又は滞納処分の続行の停止 

 再調査審理庁又は国税庁長官は、必要があると認めるときは、再調査の請求人等の申立てにより、

又は職権で、不服申立ての目的となった処分に係る国税の全部若しくは一部の徴収を猶予し、若し

くは滞納処分の続行を停止し、又はこれらを命ずることができる。 
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② 差押の猶予又は解除 

 再調査審理庁又は国税庁長官は、再調査の請求人等が、担保を提供して、不服申立ての目的となっ

た処分に係る国税につき、滞納処分による差押えをしないこと又は既にされている滞納処分による

差押えを解除することを求めた場合において、相当と認めるときは、その差押えをせず、若しくは差

押えを解除し、又はこれらを命ずることができる。 

 

⒊ 納税の猶予の取消事由と手続 

⑴ 取消事由 

 納税の猶予を受けた者が次のいずれかに該当する場合には、税務署長等は、その猶予を取り消すこ

とができる。なお②、④については、税務署長等がやむを得ない理由があると認めるときを除く。 

① 繰上請求のいずれかに該当する事実がある場合に、その者がその猶予に係る国税を猶予期間内に

完納することができないと認められるとき 

② 分割納付の各納付期限ごとの納付金額をその納付期限までに納付しないとき 

③ その猶予に係る国税につき提供された担保について、税務署長等がした担保の変更等の命令に応

じないとき 

④ 新たにその猶予の係る国税以外の国税を滞納したとき 

⑤ 偽りその他不正な手段によりその猶予又はその猶予の期間の延長の申請がされ、その申請に基づ

きその猶予をし、又はその猶予期間の延長をしたことが判明したとき 

⑥ 上記①から⑤を除き、その者の財産の状況その他の事情の変化により、猶予の継続が適当でない

と認められるとき 

⑵ 手 続 

① 弁明の聴取 

 税務署長等は、上記⑴により納税の猶予を取り消す場合には、繰上請求の要件に該当する事実が

あるときを除き、あらかじめ、その猶予を受けた者の弁明を聞かなければならない。 

 ただし、その者が正当な理由がなくその弁明をしないときは、この限りではない。 

② 通 知 

 税務署長等は、納税の猶予を取り消したときは、その旨を納税者に通知しなければならない。 

 

問２ 

⑴ 趣旨（理由）及び、滞納処分の違法性の承継 

 滞納処分の不服申立等の期限の特例規定は、滞納処分の安定を図り、かつ換価手続により権利を取

得し、又は利益を受けた者の保護を図ることを趣旨とするものである。 

 また、この不服申立等の期限の特例規定は、滞納処分手続における先行の督促又は差押処分の違法

性がその後における差押え、換価又は配当処分に承継されために、この不服申立等の期間特例を設け

ることにより、実質的にその承継を断ち切ることを目的とするものでもある。 

⑵ 不服申立て等の期限の特例に関する規定 

 滞納処分について次に掲げる処分に関して欠陥があることを理由としてする不服申立ては、災害等

による期限の延長の規定又は原則に定める不服申立期間を経過したもの、及び国税に関する処分につ

いての不服申立ての規定による審査請求を除き、それぞれに掲げる期限まででなければ、することが

できない。 

① 督 促 

 督促に関する不服申立ては、差押に係る通知を受けた日(その通知がないときは、その差押があっ

たことを知った日)から3月を経過した日 

② 不動産等についての差押 

 不動産等についての差押に関する不服申立ては、その公売期日等 
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③ 不動産等についての公売公告から売却決定の処分 

 不動産等についての公売公告から売却決定までの処分に関する不服申立ては、換価財産の買受代

金の納付期限 

④ 換価代金等の配当 

 換価代金の配当に関する不服申立ては、換価代金等の交付期日 

 

問３ 

⒈ 国税の徴収権の消滅時効に及ぼす影響 

⑴ 督促が行われた場合 … ①の事由 

 国税の徴収権の時効は、督促状を発した日から起算して10日を経過した日までの期間は完成が猶予

され、その期間を経過したときに新たにその進行を始める。 

⑵ 換価の猶予の申請がされた場合 … ②の事由 

 国税の徴収権の時効は、換価の猶予の申請により更新され、その猶予がされている期間内は、時効は

進行しない。また、この猶予期間が経過した時から新たに時効が進行することになる。 

⑶ 交付要求が行われた場合 … ③の事由 

 国税の徴収権の時効は、交付要求によりその完成が猶予され、その交付要求による配当があるまで継

続し、その期間を経過した時から新たにその進行を始めることになる。ただし滞納者が交付要求がされて

いることを知り得ない期間があれば、これを知り得た日をもって完成猶予が開始される日となる。 

 

⒉ 甲の滞納国税の徴収権を行使できなくなる日 

⑴ 徴収権が行使できなくなる日：令和10年11月1日 

⑵ 理 由 

 納税者甲から換価の猶予の申請が令和5年5月15日に行われていることから、この日に時効の進行

は更新される。その後、換価の猶予を令和5月15日から同年10月31日まで適用を受けることになる

が、この期間は徴収権の時効は進行せずに不停止となる。 

 その後、換価の猶予の期限までに猶予国税の納付ができないために、換価の猶予期限である10月31

日の翌日である令和5年11月1日に時効が更新され、新たに時効期間が開始される。これにより令和

5年11月1日から5年後の令和10年10月31日までは徴収権が存在するが、翌日の11月1日にはそ

の徴収権は消滅することになる。 
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〔第二問〕-35点- 

問１ 

⒈ 要 件 

 本事例では、次のすべての要件に該当するために、納税者甲の所轄税務署Ｘでは譲渡担保財産である機

械設備から納税者甲の令和4年度分の滞納消費税200万円を徴収することができる。 

⑴ 納税者甲が令和4年度分の消費税200万円を滞納している 

⑵ 納税者甲が借入に伴い知人乙に譲渡した機械装置が、その譲渡により担保の目的となっている（以下

「譲渡担保財産」という。） 

⑶ 納税者甲の財産につき滞納処分を執行してもなお徴収すべき国税に不足すると認められる 

⑷ この譲渡担保の設定が甲の滞納消費税の法定納期限等である令和5年2月28日後の令和5年6月1

日にされている 

 

⒉ Ｘ税務署長が行った参加差押えの有用性 

 Ｘ税務署長が令和 5年 9月 4日に譲渡担保権者乙へ告知を行っており、その後令和 5年 9月 7日に債

務不履行により譲渡担保財産の所有権が甲から乙に移転している。このような場合であってもＸ税務署

長が乙に対して告知書を発した日から10日を経過した日までに滞納消費税が完納されない場合には、譲

渡担保権者乙を第二次納税義務者とみなして、譲渡担保財産に滞納処分が執行できる。 

 

問２ 

⒈ 差押先着手による優先の特例 

 譲渡担保財産である機械装置について、譲渡担保設定者である甲の滞納消費税と譲渡担保権者である

乙の滞納消費税さらに乙の地方税が競合しており、譲渡担保財産が譲渡担保権者乙の滞納消費税により

Ｙ税務署に差押えされ、それぞれ甲の消費税と乙の地方税が参加差押えを行っている。 

 このような場合には国税徴収法施行令第 9 条の差押先着手による国税の優先の特例の規定によりＹ税

務署における差押はなかったものとみなし、設定者である甲の滞納消費税につき、譲渡担保財産である機

械装置がＸ税務署により差押えられたものとみなす。 

 この場合においては譲渡担保権者乙の滞納消費税と地方税は、差押をしたものとみなされるＸ税務署

に対して交付要求があったものとされる。 

 

⒉ 換価代金の配当金額 

 上記により譲渡担保財産の換価代金500万円は下記の通り配当されることになる。 

（配当金額） 

第１順位 Ｘ税務署長に係る甲の消費税 200万円 

第２順位 Ｙ税務署長に係る乙の消費税 300万円 

第３順位 Ｚ県税事務所長に係る乙の地方税 0 

 計 500万円 
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解 説 

〔第一問〕 

問１ 

⑴ 共同的な事業者の第二次納税義務者 

 事業遂行上の重要財産が納税者の親族、または納税者の出資した同族会社に保有されていることがあ

ります。このような場合には納税者の滞納国税について、その財産に滞納処分をすることができません。

そこで、国税徴収法第37条において「共同的な事業者の第二次納税義務」の規定を設けて、その徴収を

可能としています。 

 解答にあたっては、この共同的な事業者の第二次納税義務の成立要件として、事業遂行に欠くことができ

ない重要財産を個人、あるいは同族会社の誰が保有するかを明確に記述する必要があります。また責任範囲

については、当然ながらこの事業の遂行に欠くことができない重要財産を限度にすることになります。 

⑵ 不服申立てと国税の徴収の関係 

 国税に関する不服申立てが行われ、その処分の執行を停止すると、いわゆる行政処分の執行に支障が生

ずることになります。また、逆に執行の停止を認めなければ、不服申立人の権利の回復ができなくなって

しまうことが考えられます。そこで国税通則法第105条において「執行不停止の原則」という規定を設け

ています。また、より詳細に、再調査の請求の場合の執行停止等、あるいは審査請求の場合の執行停止等

についても定められています。 

 解答に際しては23行という限られたスペースしかないために、国税通則法第105条第1項の執行不停

止の原則、さらに問題に指示されている再調査の請求の場合の執行停止等が簡単に記述されていればよ

いでしょう。 

⑶ 納税の猶予の取消事由と手続 

 緩和規定の代表である納税の猶予に関する出題です。しかし、その内容は 3 項目ある猶予の要件等で

はなく、猶予の取消事由に関する内容です。要件等については理論暗記を進めていた受験生が多いものと

思われます。しかし取消事由について、さらにその手続ということになれば解答には苦慮せざるを得ませ

ん。取消事由が全部で 6 項目ありますが、多くはこれまでの学習の中で触れている常識的な理由である

ための何らかの記述はできるはずです。 

 なお、取消手続については納税者からの弁明の聴取を基本としていますので、この点が記述できている

かどうかを点検してください。 

 

問２ 

 国税徴収法第 171 条では、滞納処分の一連の手続として督促から換価代金等の配当までについて不服が

ある場合の申立期限を規定しています。これは滞納処分の安定化や換価手続により権利の取得等を受けた

者を保護するために設けられた規定です。 

 具体的に第171条では、督促、不動産等についての差押、不動産等についての公売公告から売却決定まで

の処分、さらに換価代金等の配当までについて個別にその申立期間を定めているので、これらが正しく記述

できているかどうかが解答のポイントになります。 

 また本問では滞納処分の違法性の承継についても解答が要求されています。この違法性の承継とは、滞納

処分手続における先行の違法性は、その後における差押え、換価又は配当処分に引継がれるということで

す。ただし違法性の承継は、期限の特例を設けて不服申立てをさせることにより、実質的にこれを断ち切る

ことができます。 

 残念ながら、これについて正確な解答をすることができる受験生は皆無と思われますので、記述が無くて

も大きな減点に繋がることはありません。 
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問３ 

 国税通則法の時効に関する規定に改正があり令和 2 年 4月 1 日から施行がされています。今回の出題は

若干の期間は経過していますが、この改正関連の出題と考えることができます。本問はこれらを具体的な説

明とともに、時効完成により徴収権が消滅する具体的な日付を求める問題です。 

 

⒈ 徴収権の消滅時効に及ぼす影響 

⑴ 督促が行われた場合の時効完成猶予と更新 

 督促は時効の完成猶予の要因になります。このとき完成猶予は督促状を発した日から起算して10日

を経過した日までです。本問では、この督促状の発送された日とは別に、滞納者に督促状が送達された

日付が示されていますが、これは考慮する必要はありません。 

⑵ 換価の猶予の申請に係る時効の中断と不進行 

 換価の猶予の適用は税務署長の職権による場合と滞納者からの申請による場合があります。このう

ちの滞納者の申請による場合は、その申請により時効は更新され、さらに猶予期間内は時効の進行す

ることはありません。さらに、その後猶予期間の満了に伴い時効が更新されます。 

⑶ 交付要求による時効完成猶予と更新 

 交付要求にも時効の完成猶予の効力があります。このとき時効の完成猶予される時期は交付要求が

行われたときです。しかし本問では交付要求通知書が返戻されているために、改めて交付要求通知書

が滞納者に交付された7月12日が時効の完成猶予の始期とされます。 

 

2.徴収権が行使できなくなる日 

 換価の猶予の申請により令和5年5月15日に時効が更新され、その後同年5月15日から同年10月31

日までは時効は進行せず不停止となります。その後、換価の猶予の期限までに猶予国税の納付ができない

ために猶予期限の翌日である令和 5年 11月1日に時効が更新され、令和 5年 11月 1日から 5年後の令

和10年10月31日までは徴収権が存在し、翌日の令和10年11月1日にはその徴収権が消滅することに

なります。 

 

 

〔第二問〕 

問１ 

 本問では、まず譲渡担保財産の物的納税責任について一般的な要件が問われています。解答にあたって

は、事例に沿って税目や日付さらに財産の種類、また譲渡担保設定者等の具体的な名称などを使いながら記

述を進めた方が事例問題の解答として望ましい内容になります。 

 さらに本問ではもう一点、Ｘ税務署長の行った参加差押の有効性についても問われています。これは譲渡

担保財産が債務不履行によりその所有権が譲渡担保設定者から譲渡担保権者に移転したとしても、告知等

の手続が行われていれば譲渡担保権者を第二次納税義務者とみなして譲渡担保財産に対する滞納処分の執

行が可能であるということを解答することになります。 

 

問２ 

 事例問題として 3 つの租税の配当金額が問われています。本問では譲渡担保財産に対して差押や参加差

押えが競合しています。このような場合には国税徴収法施行令第9条において差押先着手、交付要求先着手

の特例に関する規定が設けられています。 

 したがってこの特例により、まず第 1 順位は譲渡担保設定者甲の消費税の参加差押えをしていますが差

押えをしたものとみなされます。さらに第 2 順位は譲渡担保権者乙の消費税が差押えをしていますが交付

要求をしたものとみなされことになります。残念ながら乙県税事務所の参加差押は、換価代金の金額の事情

により配当を受けることはできないことになります。 



73－国税徴収法解答―7 

講 評 

総 評 

 本年の出題の大きな特徴は、配点基準が大変にイレギュラーであったことが挙げられます。これによ

り時間配分に戸惑った受験生も多いものと思われます。また問題の中には「趣旨(理由)」や「有効性」

などの説明を要求されている箇所や時効完成日や配当金額などの出題もあったために、記述した答案の

内容に不安のある受験生も多いものと想像されます。これらを考慮して、下記により解答のポイントや

得点などを考えてみます。 

 

〔第一問〕 

問 1 

 ３問について得点が合計 35 点、答案用紙が各１枚で 18〜25 行であることから各問題 12〜13 点で

の配点と思われます。まず冒頭で共同的な事業者の第二次納税義務、さらに 3 題目で納税の猶予の取

消しが問われていますが、これらは完璧な記述が必要です。しかし、2 題目の不服申立てと徴収の関

係は、記述ができた受験生とそうではない受験生の得点差がでるところです。この箇所は国税通則法

第 105 条の第 1 項だけでも記述できていれば 5 点程度の得点があるでしょう。 

問 2 

 再度、不服申立て関連の出題です。この問題も国税徴収法では重要箇所ですから、具体的な期間に

ついて正確な記述が必要です。これにより 10 点程度の配点があると考えられます。 

 いっぽう違法性の承継については、多くの受験生が解答を困難とする箇所ですから、正確な記述が

できなくても 5 点程度の減点で大きな得点差になりません。 

問 3 

 今年度の出題で一番特徴があったのが、この時効関連の項目です。まず問題では督促、換価の猶予、

交付要求について時効の完成猶予、更新などの説明を求めています。これらは正しい記述が必要であ

り、それぞれ 3 項目に各 3 点程度の配点があると思われます。さらに時効の完成日については正解が

望ましいのですが、これが不正解であっても不合格の要因になることはないと考えられます。 

 

〔第二問〕 

問 1 

 事例問題としての譲渡担保の出題です。問題文ではこれについてまず「「一般的な要件」が求められ

ています。当然ながら暗記理論をそのまま記述するのではなく、事例に即した税目や税額、また税務

署長などの名称、さらに法定納期限等の日付を具体的に記述しなければなりません。 

 また参加差押の有効性が問われていますが、これは動産の所有権が移転した後でも告知により譲渡

担保権者を第二次納税義務者として滞納処分の続行が可能であることを説明することになります。こ

れらについては、いずれも正確な記述が求められます。 

問 2 

 本問では最終的に配当金額が問われていますが、この金額については正解が必要です。ただし第一

順位から第三順位までの配当金額だけではなく、なぜそのような結果になるのか国税徴収法施行令第

9 条の説明も得点の対象になると思われます。この配当金額だけでも 10～15 点程度の得点があるで

しょう。 



 

★オンラインでどこでも学習ＯＫ 
インターネットに繋がる環境があれば、自宅にいな
がら実力派講師の講義が受けられます。 
★後からでも、何度でも受講ＯＫ 
講義はすべて録画しているので、受講期間内で
あれば、後から好きな時に繰り返し見直せます。 
★スマホ・タブレットにダウンロードＯＫ 
モバイル端末に講義をダウンロードすれば、通信
料を気にせず、外出先でも学習できます。 

資料請求は 
こちら 

↓ 

 

 

 第 73 回税理士試験の受験お疲れ様でした。今年の本試験が終わると、多くの方は来年度、第 74 回税理士

試験受験に向けた準備を始められることと思います。 

 ネットスクールでは、試験翌週より令和６年度(第 74 回)税理士試験に向けた科目選びや講座選びに役立つ

イベントを YouTube で無料配信します。来年度の税理士試験に向け、ぜひご覧下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

詳細はネットスクールホームページをご覧下さい。 

https://www.net-school.co.jp/ または 『ネットスクール』で検索！ 

【開講オリエンテーション】 
や開講に先立ち、科目別の効率的な学習方法

心構えをお伝えする、受講生向けのオリエンテー
ションの様子を収録し、YouTube で公開します。 

科目  配信日程  

簿記論・財務諸表論  8月 29日(火)公開予定 

消費税法  8月 31日(木)公開予定 

法人税法  9 月 1 日(金)公開予定 

相続税法  9 月 4 日(月)公開予定 

国税徴収法  9 月 1 日(金)公開予定 

 

【無料説明会】 
各科目の概要や WEB 講座の特長・学習スタイルなどを生配信でお伝えします(国税徴収法は録画配信

のみとなります)。リアルタイムでご覧の場合、YouTube のチャット機能を通じた先生への相談も可能です。 

科目  配信日程  

簿記論・財務諸表論  8 月 16 日(水)19:30～ 

消費税法  8 月 14 日(月)19:00～ 

法人税法  8 月 15 日(火)19:00～ 

相続税法  8 月 17 日(木)19:30～ 

国税徴収法  8 月 15 日(火)公開予定  

 

【無料体験講義】 
各科目の初回 OUTPUT 講義の様子も、

YouTube で公開します。ぜひ、実際の講義を体験
してみて下さい。 

科目  配信日程  

簿記論  9 月 5 日(火)公開予定 

財務諸表論  9 月 8 日(金)公開予定 

消費税法  9 月 11 日(月)公開予定 

法人税法  9 月 11 日(月)公開予定 

相続税法  9 月 11 日(月)公開予定 

国税徴収法  9 月 7 日(木)公開予定 

 

※都合により予告なく変更となる場合がございます。ご了承ください。 

講義配信システムをリニューアル！ 

【分割払い 金利・手数無料キャンペーン開催中！】 

 ３万円の受講料のお申込みでご利用頂ける分割払いの金利・手数料を、2023 年 9
月 29 日(金)までの期間限定で、ネットスクールが全額負担するキャンペーンを実施中
です。 

 こちらの詳細も、ネットスクールホームページをご覧下さい。 

※消費税法・法人税法のご案内が誤っていたため、修正いたしました。 


